
様式‐１

2023年 月 日

2024年度日系社会研修員受入事業
案件提案表の提出について

独立行政法人国際協力機構　御中

団体名
代表者名　　　　　　　　　　　㊞

担当者名
TEL:
FAX:
E-Mail:

2024年度日系社会研修員受入事業について、
別添のとおり案件提案表を作成いたしましたので、提出します。

以上

別紙：
2024年度日系社会研修員受入事業　案件提案表（様式‐２）（研修日程案を含む）
2024年度日系社会研修員受入事業　研修日程案（様式‐３）
2024年度日系社会研修員受入事業　経費概算内訳書（様式‐４）
資格審査書類一式



様式-2

2024年度日系社会研修員受入事業　案件提案表

＜案件基本情報＞

提案団体（日）

提案団体（英）

研修実施機関（日）

研修実施機関（英）

提案団体
ウェブサイトアドレス

研修科目（日）

研修科目（英）

3年間複数年度採択の案件名
申請：①2023年度実績
（集団コースのみ）
3年間複数年度採択の案件名
申請：②2022年度実績
（集団コースのみ）
3年間複数年度採択の案件名
申請：②2021度実績
（集団コースのみ）

研修種別

通訳同行者又は研修監理員配
置の可能性:集団コースのみ

受入人数

上下半期

来日日

技術研修終了日

主研修実施場所名称

主研修実施場所住所

副研修実施場所名称 

副研修実施場所住所 

本研修実施の背景
現地日系社会の現状
問題等（現地・日系社会の問
題解決等）



本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

想定する対象国
ターゲット層/
応募者見込

研修目標

期待される成果（習得する技
術）

研修計画（内容）

研修員必要資格

研修員に必要な実務経験年数

日本語能力（選択）
※日本語能力試験認定の目安
参照

英語能力（選択）

研修日程案 研修日程(案)　シートに記入、または日程表作成・添付も可。

担当者名（日）

担当者名（英）

連絡先メールアドレス

備考欄

https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html
https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html
https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html


＜JICA記入欄＞

所管センター 横浜



様式-2

＜案件基本情報＞

提案団体（日） 国際協力市

提案団体（英） Kokusai Kyoryoku City

研修実施機関（日） 社会福祉法人　国際協力ケアハウス

研修実施機関（英） Kokusai Kyoryoku Care House

提案団体
ウェブサイトアドレス

www.kokyocare.or.jp

研修科目（日） 高齢者福祉

研修科目（英） Eldery Welfare

3年間複数年度採択の案件名
申請：①2023年度実績
（集団コースのみ）

案件名：

3年間複数年度採択の案件名
申請：②2022年度実績
（集団コースのみ）

案件名：

3年間複数年度採択の案件名
申請：②2021度実績
（集団コースのみ）

案件名：

研修種別 個別短期

通訳同行者又は研修監理員配
置の可能性:集団コースのみ

有

受入人数 1名

上下半期 上半期

来日日 2024年5月12日

技術研修終了日 2024年　11月15日

主研修実施場所名称 国際協力ケアハウス　特別養護老人ホーム

主研修実施場所住所 東京都○○市○○　〇番地

副研修実施場所名称
※主研修以外の研修場所がある場合記
載してください。

国際協力病院付属リハビリテーションセンター

副研修実施場所住所
※主研修以外の研修場所がある場合記載して
ください。

東京都××市○○　○○番地

本研修実施の背景
現地日系社会の現状
問題等（現地・日系社会の問
題解決等）

現在、中南米の日系人社会（特に移住地）では、日系人の体質および生活習慣による長寿
と都市への人口流出により、住民の高齢化が急速に進み、高齢者への福祉対策が急務と
なっている。一方、当該国・地域では、まだまだ高齢者福祉に対する問題意識が低く、社
会福祉、介護分野の行政体サービスは十分ではない。また、同分野の公的資格も整備され
ておらず、日系高齢者福祉に対する取り組みは日系人自らのコミュニティが実施せざるを
えない現状にある。これまでJICAは、日系社会ボランティア、海外協力隊の派遣や日系社
会研修等により支援を行っており、その成果としてディケアグループが設立されるなど積
極的な活動がみられる地域も出てきている。しかしながら高齢者福祉制度や体系的な介護
の知識を持つ人材はまだ少数であり、早急にサービス提供の実務者（日本でのイメージ；
介護福祉士、社会福祉士等）を育成し、将来的にはケアプラン作成者（同；介護支援専門
員）を養成する必要がある。現地日系人の心情的な理由から、日系人への福祉・介護は、
北欧型ではなく日本型が合致しており、日本型介護の実務者へのニーズが高い。

2024年度日系社会研修員受入事業　案件提案表　（記入例）



本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

業療法士、言語聴覚士、栄養士が常駐しており、グループ内には精神保健福祉士、義肢装
具士、鍼灸師等もいる。
スタッフトレーニングは、集団用カリキュラムが確立している一方、前記のスタッフが個
別指導もしている。これまでに、JICA研修員を受け入れた経験から研修内容・指導方法を
再検討し、より多くの研修成果を得られるような改善をしている。
当ハウスで研修を実施することにより高齢者福祉サービス提供実務者の日常業務の技術・
知見が習得した人材を育成することが可能であり、研修員帰国後は所属している日系社会
の高齢者福祉に即戦力として貢献できるようになる。

想定する対象国
ターゲット層/
応募者見込

アルゼンチン、ブラジル、ペルー
高齢者介護施設の中堅職員
2019年度参加した帰国研修員の所属する日系の高齢者介護施設から応募希望者がいる。

研修目標

研修員が当該地域で適応可能な、要介護高齢者に対する生活支援を中心とした社会福祉制
度が理解し、健康な日常生活の自立を維持・支援するための介護技術とデイケアの手法を
習得する。

期待される成果（習得する技
術）

① 研修員に、日本の高齢者福祉制度の全体像が理解される。
② 研修員に、日本の高齢者介護手法の技術・知見が習得される。
③ 記２項を基に、研修員により、自国で応用可能な技術・手法等が整理される。
④ 研修員帰国後の介護分野に従事する上での具体的な活動計画を作成する。

研修計画（内容）

１．講義；
　①日本の高齢者介護福祉制度の概要（公的支援、各分野）
　②高齢者の日常生活自立の重要性とケアの視点
　③リハビリテーション手法
２．実習・OJT；生活支援（食事、入浴、排泄等）、リハビリテーション、デイケアの実
際、医療的ケア、
　　認知症予防の回想法他
３．見学；他団体の施設、活動（公的機関、民間）
４．演習；直面している問題を分析し日本の手法の適応を検討し、アクションプランに反
映する
５．学会・セミナー；計画中
６．発表；内部および関係自治体

研修員必要資格

現在高齢者福祉施設で介護業務に従事している者

研修員に必要な実務経験年数

介護分野において2年以上の実務経験を有する者

日本語能力
※日本語能力試験認定の目安
参照

N3

英語能力 英語でのコミュニケーション可

研修日程案
研修日程(案)　様式3シートに記入、または日程表作成・添付も可。

担当者名（日） 国際　太郎

担当者名（英） KOKUSAI Taro

連絡先メールアドレス kokusai.taro△kokusaicare.co.jp

備考欄 宿舎は、当法人職員寮の予定、立地・設備等については、照会者に連絡します。

https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html
https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html
https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html


＜JICA記入欄＞

所管センター 横浜



様式-2

＜案件基本情報＞

提案団体（日） 学校法人　国際協力大学

提案団体（英） Kokusai Kyoryoku University

研修実施機関（日） 学校法人　国際協力大学

研修実施機関（英） Kokusai Kyoryoku University

提案団体
ウェブサイトアドレス

www.kokusaikyouryoku.ac.jp

研修科目（日） 温帯果樹栽培技術

研修科目（英） Temperate Fruit Cultivation Technique

3年間複数年度採択の案件名
申請：①2023年度実績
（集団コースのみ）

案件名：温帯果樹栽培技術（採択・実施予定）

3年間複数年度採択の案件名
申請：②2022年度実績
（集団コースのみ）

案件名：温帯果樹栽培技術(来日研修実施）

3年間複数年度採択の案件名
申請：②2021度実績
（集団コースのみ）

案件名：温帯果樹栽培技術（遠隔研修実施）

研修種別 集団

通訳同行者又は研修監理員配
置の可能性:集団コースのみ

有

受入人数 6名

上下半期 上半期

来日日 2024年5月12日

技術研修終了日 2024年　6月10日

主研修実施場所名称 茨城県○○市、

主研修実施場所住所 茨城県○○市○○　○○

副研修実施場所名称
※主研修以外の研修場所がある場合記
載してください。

茨城県○○みらい市

副研修実施場所住所
※主研修以外の研修場所がある場合記載して
ください。

茨城県○○みらい市○○　○○

本研修実施の背景
現地日系社会の現状
問題等（現地・日系社会の問
題解決等）

中南米では、近年の経済発展に伴い食の多様化が一段と進んでいて、これまで比較的高価
であったリンゴ、ブドウ等温帯果樹類も消費が伸びている。この状況から高品質な果実が
求められており、価格もそれに見合ったものとなっている。
この地域では多くの日系人が果樹栽培に従事しているが、生産者の果実の品質向上にかか
る知見、技術は、同地域に（日本と同レベルの）見本になる高品質果樹生産園の実物がな
いため、専門書、インターネット等から得た知識を試行錯誤している状況である。また技
術的な正解がでるまでに、長期間を要しており、需要の拡大に追い付けていない現状があ
る。

2024年度日系社会研修員受入事業　案件提案表　（記入例）

http://www.kokusaikyouryoku.ac.jp/


本研修実施の意義
現地日系社会への裨益効果

本コースは、講義・演習などにより研修員の果樹栽培の技術向上を目指して実施する。本
学には温帯果樹の育成専門家が多数在籍するため研修員はゼミに参加し、他大学院生とも
意見交換を行いながら、理論的に栽培技術について学ぶ。合わせて、学内果樹園、及び我
が国の先進農家の見学、直売や加工など販売方法の知見を得る機械を提供することによ
り、現地日系社会での高品質果樹栽培の拡大と有利な販売に貢献できる人材を育成する。
研修員により、現地で高品質栽培が実践されれば、生産者の収入向上だけでなく、現地日
系コミュニティの農協活動、地域の発展に大きく寄与することができる。

想定する対象国
ターゲット層/
応募者見込

ボリビア、パラグアイ、
果樹栽培に携わる若い世代を対象
2016年に○○市の農協視察団が訪れた翌年から本コースを継続して提案し、2018年より研
修員を受け入れている。JICA協力隊の任地での活動も通じ、応募者を想定している。

研修目標

研修員が、高品質温帯果樹の栽培技術およびマーケティングにかかる知見を習得する。

期待される成果（習得する技
術）

１．日本の温帯果樹栽培と現地での現行栽培との差異を踏まえ、研修員の果樹栽培技術
が向上する。
２．研修員に、我が国の先進樹形管理（整枝・剪定）知識が習得される。
３．我が国での販売方法を参考にし、研修員が、自国で適応可能なアイデアを考案する。
４．研修員が、帰国後の具体的実践計画を作成する。

研修計画（内容）

１．講義；温帯果樹の生理生態、樹形管理（整枝・剪定）、土壌肥沃化、減農薬手法、
マーケティング理論、果樹加工（事例紹介）等
２．実習・調査；収穫、糖度、（可能であれば袋かけ、夏季剪定）、葉果比、樹冠面積
３．見学；研究機関・試験場（国レベル、県レベル、大学）、先進農家、直売所、道の
駅、加工施設
４．セミナー；計画中
５．発表；学内、研修最終日

研修員必要資格

必要資格；果樹生産者、農業協同組合役職員、農業試験場職員
（帰国直後からの研修成果活用を期待するため。）
その他；農業専門教育を受けている者が望ましい。
（専門知識があれば、さらに高度な研修成果が期待できるため。）

研修員に必要な実務経験年数

果樹栽培の経験、3年以上

日本語能力
※日本語能力試験認定の目安
参照

N3

英語能力 英語でのコミュニケーション可

研修日程案
研修日程(案)　シートに記入、または日程表作成・添付も可。

担当者名（日） 国際　花子

担当者名（英） KOKUSAI Hanako

連絡先メールアドレス kokusai.hanako△kokusaikyouryoku.ac.jp

備考欄 宿舎は、本学ゲストルームの予定、立地・設備等については、ホームページを参照のこと。

https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html
https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html
https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html


＜JICA記入欄＞

所管センター 横浜



2024年度　日系社会研修

午前 午後

2024年 5月 1日 水

2日 木

3日 金

4日 土

5日 日

6日 月

7日 火

8日 水

9日 木

10日 金

11日 土

12日 日

13日 月

14日 火

15日 水

16日 木

17日 金

18日 土

19日 日

20日 月

21日 火

22日 水

23日 木

24日 金

25日 土

26日 日

27日 月

28日 火

29日 水

30日 木

31日 金

月日 研修内容

研修日程案



2024年度　日系社会研修

午前 午後

2024年 5月 12日 日 来日（成田空港→横浜）

13日 月 開講式（JICA内） ブリーフィング

14日 火 オリエンテーション オリエンテーション

15日 水 日本語研修 日本語研修

16日 木 日本語研修 日本語研修

17日 金 移動 見学：表敬・学内

18日 土

19日 日

20日 月 コースオリエンテーション 研修員発表

21日 火 講義：樹形管理 講義：樹冠面積・葉果比

22日 水 講義：樹形管理 講義：樹冠面積・葉果比

23日 木 講義：果実加工 見学：農産加工施設

24日 金 講義：減農薬手法 実習：土壌簡易分析

25日 土

26日 日

27日 月

28日 火

29日 水

30日 木

31日 金

6月 1日 土

2日 日

3日 月 講義：樹形管理 講義：果樹園更新手法

4日 火 講義：樹形管理 講義：果樹園更新手法

5日 水 講義：簡易施設栽培法 講義：収穫後処理

6日 木

7日 金

8日 土

9日 日

10日 月

11日 火 討議：振り返り 作成：報告書

12日 水 発表：研修成果（学内） 移動（法人宿舎→JICA横浜）

13日 木 発表：研修成果（JICA内） 討議：評価会

14日 金 移動（→成田空港） 帰国

実習：収穫（サイズ・重量・糖度分析）

実習：収穫（サイズ・重量・糖度分析）

実習：収穫（サイズ・重量・糖度分析）

実習：収穫（サイズ・重量・糖度分析）

実習：収穫（サイズ・重量・糖度分析）

実習：収穫（サイズ・重量・糖度分析）

温帯果樹栽培技術　

月日 研修内容

実習：収穫（サイズ・重量・糖度分析）

実習：収穫（サイズ・重量・糖度分析）

研修日程案　（記入例）



様式‐３

2024年度日系社会研修員受入事業　経費概算内訳書 【研修実施経費積上方式】

研修経費概算総額 千円

支出項目 金額

１．一般謝金 （１）講師謝金
（２）検討会等参加謝金
（３）原稿謝金
（４）見学謝金
（５）講習料（法人等技術研修対策費）

２．旅費 （１）研修旅費
（２）交通費

３．研修諸経費 （１）資材費
（２）教材費
（３）施設機材借料損料
（４）損害保険料（研修機材）
（５）施設等入場料
（６）通訳傭上費
（１）業務人件費
（２）業務管理費【業務人件費 ｘ ％】

５．単価契約 積算方法： 円/日x 日

６．単価契約 積算方法：
千 円 /
月/人

ヶ 月
x

人

0

0

0

Ⅲ　大学研修料方式

0

Ⅰ　研修実施経費積上方式

４．業務人件費・業務管
理費

Ⅱ　研修実施基準単価方式

研修実施経費積上方式・研修実施基準単価方式・大学研修料方式　共通

７．小計

８．消費税および地方消費税の合計金額【小計ｘ 10％】

９．合計額

研修実施経費積上方式で提案する場合
１～４、７、８、９に金額を記入してください。
※経費に関し、研修員１名分の研修実施単価は研修実施基準単価方式の1ヶ月の単価（332,400円）を目安と
します。



様式‐３

2024年度日系社会研修員受入事業　経費概算内訳書 【研修実施経費積上方式】

研修経費概算総額 千円

支出項目 金額

１．一般謝金 （１）講師謝金 1,000
（２）検討会等参加謝金 56
（３）原稿謝金 0
（４）見学謝金 50
（５）講習料（法人等技術研修対策費） 0

２．旅費 （１）研修旅費 0
（２）交通費 0

３．研修諸経費 （１）資材費 120
（２）教材費 600
（３）施設機材借料損料 0
（４）損害保険料（研修機材） 0
（５）施設等入場料 10
（６）通訳傭上費 500
（１）業務人件費 595
（２）業務管理費【業務人件費 ｘ 30％】 178

５．単価契約 積算方法： 円/日x 日

６．単価契約 積算方法：
千 円 /
月/人

ヶ 月
x

人

3,109

311

3,420

3,420

研修実施経費積上方式・研修実施基準単価方式・大学研修料方式　共通

７．小計

８．消費税および地方消費税の合計金額【小計ｘ 10％】

９．合計額

研修実施経費積上方式で提案する場合
１～４、７、８、９に金額を記入してください。
※経費に関し、研修員１名分の研修実施単価は研修実施基準単価方式の1ヶ月の単価（332,400円）を目安と
します。

Ⅰ　研修実施経費積上方式

４．業務人件費・業務管
理費

Ⅱ　研修実施基準単価方式

Ⅲ　大学研修料方式



様式‐３

2024年度日系社会研修員受入事業　経費概算内訳書 【研修実施基準単価方式】

研修経費概算総額 千円

支出項目 金額

１．一般謝金 （１）講師謝金
（２）検討会等参加謝金
（３）原稿謝金
（４）見学謝金
（５）講習料（法人等技術研修対策費）

２．旅費 （１）研修旅費
（２）交通費

３．研修諸経費 （１）資材費
（２）教材費
（３）施設機材借料損料
（４）損害保険料（研修機材）
（５）施設等入場料
（６）通訳傭上費
（１）業務人件費
（２）業務管理費【業務人件費 ｘ ％】

５．単価契約 積算方法： 11,080 円/日x 日 0

６．単価契約 積算方法：
千 円 /
月/人

ヶ 月
x

人

0

0

0

Ⅲ　大学研修料方式

0

Ⅰ　研修実施経費積上方式

４．業務人件費・業務管
理費

Ⅱ　研修実施基準単価方式

研修実施経費積上方式・研修実施基準単価方式・大学研修料方式　共通

７．小計

８．消費税および地方消費税の合計金額【小計ｘ 10％】

９．合計額

研修実施基準単価方式で提案する場合
５に日額単価11,080円×受入期間（日数）で計算した金額と、７、８、９に金額を記入してください。



様式‐３

2024年度日系社会研修員受入事業　経費概算内訳書 【大学研修料方式】

研修経費概算総額 0 千円

支出項目 金額

１．一般謝金 （１）講師謝金
（２）検討会等参加謝金
（３）原稿謝金
（４）見学謝金
（５）講習料（法人等技術研修対策費）

２．旅費 （１）研修旅費
（２）交通費

３．研修諸経費 （１）資材費
（２）教材費
（３）施設機材借料損料
（４）損害保険料（研修機材）
（５）施設等入場料
（６）通訳傭上費
（１）業務人件費
（２）業務管理費【業務人件費 ｘ ％】

５．単価契約 積算方法： 円/日x 日

６．単価契約 積算方法：
千円/月
/人

ヶ月x 人 0

0

0

0

Ⅲ　大学研修料方式

Ⅰ　研修実施経費積上方式

４．業務人件費・業務管
理費

Ⅱ　研修実施基準単価方式

研修実施経費積上方式・研修実施基準単価方式・大学研修料方式　共通

７．小計

８．消費税および地方消費税の合計金額【小計ｘ 10％】

９．合計額

大学研修料方式で提案する場合
６に月額単価（当該学校法人等指定額）×受入期間（月数）×人数で計算した金額と、７、８、９に金額を
記入してください。


